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1 ．はじめに

本小論ではマーケティング分野における消費者の選択行動モデルの研究についていくつかをと
りあげ，それらの研究の進展について考察を行う。消費者の選択行動を理解することはマーケ
ティング研究において中心的な研究テーマの 1つである。消費者は商品やメディアの選択におい
て意思決定を行う必要があるが，このような消費者の意思決定を分析するために選択行動モデル
が利用される。
消費者の選択行動モデルはマーケティングだけでなく，経済学や心理学，工学などの多岐にわ
たる分野において研究されてきた。選択行動のモデリングは，分野間で共通の理論もあるが，同
じ理論であっても適用される問題が異なることもある。マーケティングにおける消費者の選択行
動モデルの研究は学際的な分野であり，多様な分野の研究を取り入れることで，マーケティング
における現象の解明と問題の解決のために利用されてきた。そこで本研究では，マーケティング
分野における消費者の選択行動モデルという視点で，最近の研究を中心に解説と考察を行う。
本小論の構成は次のとおりである。 2．ではマーケティングにおける消費者の選択行動のモデ
ル化について概観する。 3．では離散・連続選択モデルについての解説を行う。 4．では逐次サ

＜要　　約＞
本小論では，マーケティングにおける消費者の選択行動のモデルに関して，近年になってミク
ロ経済学と意思決定心理学からマーケティング分野に導入された消費者の選択行動モデルの研究
について解説し，研究の展開についての考察を行った。ミクロ経済学的アプローチについては離
散・連続選択モデルを，心理学的アプローチについては逐次サンプリングモデルをとりあげ，そ
の基本的な考え方と研究の進展について解説を行った。
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ンプリングモデルについての解説を行う。 5．はまとめである。

2．マーケティングにおける消費者の選択行動のモデル化

マーケティングにおける消費者の選択行動モデルに関する研究は長い歴史と適用分野における
広がりがあり現在も発展を続けている。消費者は商品を購入するために多くの選択を行う必要が
ある。それらは小売業態選択，小売店舗選択，購入間隔選択，購入カテゴリー選択，購入ブラン
ド選択，購入数量選択など多岐にわたっている。また，商品選択のみならず，サービスやメディ
ア等の選択も分析の対象となる。
そのような消費者の選択行動に関するレビュー論文も多くあるが，2000年以降でみても，消費
者の選択行動について広範囲なレビューを行っている Russell（2014）や，ミクロ経済学的アプ
ローチに焦点をあてて解説を行っている Chandukala, Kim, Otter, Rossi and Allenby（2008），
Allenby, Kim and Rossi（2017）などがある。Dubé（2019）ではミクロ経済学からのアプローチに
よる消費者の選択行動について解説を行っている。マーケティング研究における選択行動モデル
は現在も高い関心が持たれており研究の重要性も高いといえよう。
さて消費者の選択行動をモデル化する際には，確率論的アプローチ，ミクロ経済学的アプロー
チ，心理学的アプローチによるモデルが考えられる。
確率論的アプローチは，消費者の選択確率については理論的な枠組みは想定せずに市場を記述
するものである。そのような研究としては，負の二項分布（Negative Binomial Distribution: NBD）

モデルを用いた Ehrenberg（1972），NBDディリクレモデルを用いた Goodhardt, Ehrenberg and 

Chatfield（1984），負の多項分布（Negative Multinomial Distribution: NMD）モデルを用いた中西
（1984）などが挙げられる。これらのモデルは，消費者の選択行動を確率的に記述するだけでな
く，ダブル・ジョパディと呼ばれる市場の法則を説明するためにも利用されている（里村 2003）。
また大規模データを用いて消費者の選択行動データを分析するために Jacobs, Donkers and  

Fok（2016）では Blei, Ng and Jordan（2003）による LDA（Latent Dirichlet Allocation）を利用して
いる。
次にミクロ経済学的アプローチでは消費者の離散選択モデルがその代表である。離散選択と 

は複数の代替案の中から 1 つを選択する行動である。ランダム効用最大化（Random Utility 

Maximization: RUM）をもとにしたロジットモデル（McFadden 1973）はミクロ経済学的アプロー
チによる代表的な離散選択モデルである。マーケティングにおいては Guadagni and Little（1983）

が，当時収集が開始された消費者個人別のスキャンパネルデータに対してロジットモデルの適用
を行った。彼等の研究では行動指標から計算されるブランド・ロイヤルティ変数をモデルに含め
ることで消費者間の選択行動の違いを説明できることを示した。Guadagni and Little（1983）に
よるマーケティング分野における先駆的な研究は，それ以降のマーケティング研究において離散
選択モデルを用いた多くの研究の基礎となっただけでなく，実務における選択モデルの利用を促
した。離散選択モデルは1980年代から1990年代にかけて広く適用されるようになった。それらの
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研究の例として，入れ子型ロジットモデル（Guadagni and little 1983），ロジットモデルを利用した
市場構造分析（Erlod 1988），動的離散選択行動モデル（Erdem and Keane 1996），潜在クラスロ
ジットモデル（Kamakura and Russel 1989），階層ベイズプロビットモデル（Allenby and Rossi 1999）

などがある。
消費者の選択行動モデルについての心理学からのアプローチとしては消費者行動論における心
理学での知見をもとにしたものが多い。それらの例としては考慮集合（Roberts and Lattin 1991），
参 照 価 格（Winer 1986）， ス ク リ ー ニングルール（Gilbride and Allenby 2004）， 文 脈 効 果
（Rooderkerk, van Heerde and Bijmolt 2011）などの研究がある。これらの研究は心理学での知見を
モデルに導入することで，選択行動から消費者に関する理解を深め予測精度の向上を行うことを
目指している。
以上のように消費者の選択行動をモデル化する際には，確率論的アプローチ，ミクロ経済学的
アプローチ，心理学的アプローチに分類することができる。次節以降では近年の研究を中心にみ
ていくために，ミクロ経済学的アプローチに関しては直接効用関数を用いた離散・連続選択モデ
ルについて，心理学的アプローチに関しては逐次サンプリングモデルについて解説をしていく。

3．離散・連続選択モデル

3.1. 離散・連続選択モデルとは
本節では消費者の選択行動を分析するための離散・連続選択モデルについてとりあげる。なお
離散選択とは需要がゼロの場合であり，連続選択とは需要が正の値をとる場合のことである。ブ
ランド選択においては，選択される対象が 1つのブランドのみの場合もあれば，複数のブランド
が同時に選択されることもある。さらに同じブランドが複数個選択される場合もある。そこで，
離散・連続の需要を表現できるモデルが必要となるのである。ロジットモデルやプロビットモデ
ルでは，選択される対象は 1つのブランドのみであり，さらに同じブランドであっても複数個の
選択については考慮されないという限界がある。
ところでマーケティングにおいて，消費者の選択行動をミクロレベルから構築する際には，間
接効用を用いるアプローチと直接効用を用いるアプローチがある。間接効用を用いるアプローチ
はロワの恒等式を用いてマーシャル型需要関数を導くものである。一方，直接効用を用いるアプ
ローチは，直接効用関数から出発してカルーシュ・キューン・タッカー（KKT）条件から需要 

関数を導くものである（Chintagunta and Nair 2011）。どちらのアプローチにおいても，離散・連
続の需要を表現することが可能であるが，以降では直接効用を用いるアプローチについてみてい
く。

3.2. 離散・連続選択モデルの導出
まずは，Kim, Allenby and Rossi（2002），Chintagunta and Nair（2011）を参考に次のような直

接効用関数を考える。内部財であるブランド k＝1, …, Kを対象とした選択において，直接効用
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u（x, z）を次のように定義する。

	 u（x, z）＝∑K

k＝1
ψk（xk＋γk）αk＋ψout（z＋γout）αout （1）

ここで xkはブランド kの需要量とし，xは xkからなるベクトルとする。zは外部財の需要量と
する。またψk，ψout，γk，γout，αk，αoutはパラメータとする。なお，ψ＞ 0，γ＞＿ 0， 0 ＜α＜＿ 1 と
する。γは直接効用関数の位置の移動に関するパラメータであり，αは直接効用関数のスケール
に関するパラメータである（Chintagunta and Nair 2011）。
さらに消費者は予算制約のもとで直接効用を最大化すると仮定すると，消費者の選択行動は次
のように定式化される。

 max u（x, z）  

 s.t.  ∑K

k＝1
pk xk＋z＝E 

（2）

ただし，pkはブランド kの単位あたりの価格，Eは予算とする。また外部財の価格は 1である。
消費者の選択行動において xk＝0の場合は端点解であり，xk＞ 0の場合は内点解である（里村 

2008）。
次に，u（x, z）を xkと zで 1階および 2階微分すると以下の結果を得る。

 du/dxk＝ψk αk（xk＋γk）αk－1  

 d2u/dxk
2＝ψk αk（αk－1）（xk＋γk）αk－2  

 du/dz＝ψout αout（z＋γout）αout－1  

 d2u/dz2＝ψout αout（αout－1）（z＋γout）αout－2 

（3）

これより，内部財についてみてみると，αk＜ 1の場合には du/dxkは減少関数になっている，す
なわち限界効用は減少関数であることがわかる。またαk＜ 1かつγk＝0の場合には xk＞ 0となる，
すなわち常に内点解を持つことになる。一方，αk＜ 1かつγk＞ 0の場合には xk＝0となることも
可能である，つまり内点解に加えて端点解を持つことも可能であることがわかる。外部財につい
ても同様である。
さて，αk＝1の場合には限界効用 du/dxkは一定の値ψkをとることになるが，ここでは全ての k

についてαk＝1を仮定してみよう。外部財についても同様にαout＝1を仮定する。この場合には，
式（1）は以下のように表現することができる。

 u（x, z）＝∑K

k＝1
ψk xk＋ψ0 z （4）

ただしψγに関する項は定数であるために除いてある。式（4）の場合には直接効用関数も予算制
約式も線形であるので内部財と外部財を含めた全ての財の中で消費者は 1つの財のみを選択する
ことになる。ここで log（ψk）＝ψk

＊＋εk，log（ψout）＝ψ＊out＋εoutとしておき，εにスケールパラメータ
σのタイプ Iの極値分布を仮定する。KKT条件より xk＞ 0となる，すなわちブランド kを選択す
る，確率を求めると以下のようになる（Chandukala et al. 2008）。
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Pr（xk＞0） ＝exp［（ψk
＊－lnpk）/σ］/｛exp［（ψ＊out）/σ］＋∑K

j＝1
exp［（ψj

＊－lnpj）/σ］｝  

＝exp（β0k＋β1lnpk）/[1＋∑K

j＝1
exp（β0 j＋β1lnpj）]  

（5）

なお，β0k＝（ψk
＊－ψ＊out）/σ，β1＝－ 1/σとした。式（5）はロジットモデルとなっていることがわか

る。また，価格の項については lnpkのように価格の自然対数として式に含まれている。ロジッ
トモデルにおいて，変数として価格の自然対数を用いることは，直接効用モデルをもとにモデル
を構築していることに等しいことがわかる。さらに価格に関するパラメータβ1は誤差項のス
ケールパラメータσがもとになっていることがわかる。
次に，αk＜ 1かつγk＞ 0の場合について考えてみよう。このときにγout＝0としておくと常に 

z＞ 0となる。この場合には，内部財に関して離散・連続の選択行動を表現することができる。
Lをラグランジアン，λをラグランジュの未定乗数とすると

 L＝u（x, z）－λ（∑K

k＝1
pk xk＋z－E） （6）

となる。KKT条件は

dL/dxk＝du/dxk－λpk＝ψk αk（xk＋γk）αk－1－λpk＜＿0
 xk＞＿0
 xk dL/dxk＝0
 

dL
dz
＝

du
dz
－λ＝ψout αout（z）αout－1－λ＝0

 dL/dλ＝E－∑K

k＝1
pk xk－z＝0 

（7）

となる。ここで式（3）と同じく log（ψk）＝ψk
＊＋εk，log（ψout）＝ψ＊out＋εoutとしておこう。また，Vk＝ψk

＊

＋ln［αk（xk＋γk）αk－ 1］－lnpk，Vout＝ψ＊out＋ln［αout（z）αout－ 1］としておく。すると式（7）の KKT条件は以
下のように書き直すことができる。

 Vk＋εk  ＝lnλ  if  xk＞0
 Vk＋εk  ＜lnλ  if  xk＝0
 Vout＋εout  ＝lnλ 

（8）

外部財については常に z＞ 0であることに注意してνk＝εk－εout，hk＝Vout－Vkとしておく。すると
式（8）は以下と等しくなる。

 νk＝hk  if  xk＞0  

 νk＜hk  if  xk＝0 
（9）

内部財のうち，最初の i＝1, …, mが xi＞ 0であり，残りの j＝m＋1, …, nが xj＝0であるとしよう。
このときの同時確率は
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Pr（xi＞0  and  xj�＝0; i＝1, …, m  and  j＝m＋1, …, n）   

＝∫hn

－∞
　…∫hm＋1

－∞
　π（h1, …, hm, νm＋1, …, νn）| J |dνm＋1 … dνn 

（10）

となる。π（・）はεの同時確率密度である。また Jはヤコビアンであり，その（i, j）要素は

 Jij＝∂hi/∂x j  i, j＝1, …, m （11）

である。
εについて正規分布（Kim et al. 2002）やタイプ Iの極値分布（Bhart 2005）を仮定すると選択確
率を定式化することができる。またψoutには誤差項を仮定せず，それ以外のεについてはタイプ
Iの極値分布を仮定した場合でも閉形式で選択確率を求めることができる（Satomura, Kim and 

Allenby 2011）。

3.3. 離散・連続選択モデルの拡張
直接効用関数を用いたアプローチでは想定するメカニズムや問題に対応して様々なモデルをミ
クロレベルから構築することが可能となる。離散・連続選択モデルにおいては直接効用関数の関
数形式だけでなく誤差項の構造，さらに制約条件や目的関数に関してもモデル構築者の考えを取
り込むことができるためモデル構築の自由度が高い。ここでは，直接効用関数の関数形式，制約
条件，消費者の目標の設定という点から，いくつかの離散・連続選択モデルを拡張した研究につ
いて紹介をする。
まずは直接効用関数の関数形式の設定についてである。Kim et al.（2002）ではバラエティーシー

キング行動を説明するために，ブランド消費への飽和を用いている。彼等の研究では異なるフ
レーバーのヨーグルトを同時に選択する消費者の行動を説明するために，フレーバーへの飽和度
合をパラメータの値として推定し，その結果からバラエティーシーキング行動を説明している。
また Hasegawa, Terui and Allenby（2012）ではブランドへの飽和を動的に考慮したモデルを構築
している。Allenby, Garratt and Rossi（2010）では非相似拡大的（non-homothetic）な効用関数を
用いることでブランド選択におけるトレードアップ現象を表現するモデルを構築している。また
Lee, Kim and Allenby（2013）ではカテゴリー間での補完性を効用関数において考慮し，量的選択
も含めた同時選択モデルを構築している。このように，効用関数の関数形式の設定によって様々
な消費者の選択行動のメカニズムを考慮することが可能となる。
次に制約条件の設定についてである。直接効用モデルでは制約条件についても様々な設定をす
ることが可能となる。Satomura et al.（2011）では線形の制約条件を複数個利用可能なように拡
張して，予算制約に加えて数量制約による消費者の行動を表現している。Howell, Lee and 

Allenby（2016）では数量ディスカウントなどの価格プロモーションにより予算制約が非線形とな
る場合を想定した，非線形の制約条件のモデルを提案している。これまでの研究では制約条件の
関数として連続なものを用いていたが，制約条件として非連続関数を用いることもできる。Lee 

and Allenby（2014）では，財の不可分性を想定し需要量が連続値ではなく整数値をとる場合を考
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えたモデルを構築している。さらに，Stourm, Iyengar and Bradlow（2020）では，カテゴリー間
での補完性と財の不可分性を同時に考慮したモデルを構築している。
最後に消費者の目標の設定である。これまでのモデルでは消費者が需要量を決定する際の目標
は消費による効用の最大化であった。しかしながら消費者の目標をそれ以外のものとすることも
できる。Hur and Allenby（2022）では効用最大化と後悔最小化という 2つの目標を設定し，消費
者がこの 2つの目標を同時に求めた際の消費者の選択行動を直接効用モデルにおいて構築してい
る。
以上のように，直接効用モデルは直接効用関数，制約条件，そして消費者の目標において多様
な設定が可能であり，これらの設定から消費者の選択行動を理解することが可能となるのである。

4．逐次サンプリングモデル

4.1. 逐次サンプリングモデルとは
意思決定心理学をもとにした選択モデルについてもマーケティングでの取り組みがなされてい
る。その中でも，近年注目されているのが逐次サンプリングモデルである。
マーケティングにおいては心理学で用いられる反応時間パラダイムを消費者の選択行動の分析
に適用することが行われている。特に視覚マーケティング分野においては反応時間と選択行動を
利用した分析がなされている（Wedel and Pieters 2000; Satomura, Wedel and Pieters 2014）。そのよう
な意思決定において心理的過程を表現するモデルとして逐次サンプリングモデルがある（Ratcliff, 

Smith, Brown and McKoon 2016）。
逐次サンプリングでは，意思決定者は環境から情報（エビデンス）を収集し続け，エビデンス
が閾値まで蓄積されると意思決定を行う，と考える（Ratcliff et al. 2016）。逐次サンプリングモデ
ルとは逐次サンプリングの構造を持つモデルの総称であり，いくつかの種類がある（Ratcliff et al. 

2016）。心理学では逐次サンプリングモデルの中でも，刺激と反応の分析で利用される Ratcliff

（1978）によるドリフト拡散モデル（Drift Diffusion Model: DDM）が有名である。マーケティング
研究においても，逐次サンプリングモデルは Huang and Hutchinson（2008），Otter, Allenby and 

van Zandt（2008）, Ruan, MacEachern, Otter and Dean（2008）や Satomura et al.（2014）などで利
用されている。このような利用例はあるもののマーケティング分野における逐次サンプリングモ
デルの利用例は多くはない（Wedel, Pieters and van der Lans 2022）。

4.2. 逐次サンプリングモデルを利用した消費者の選択行動のモデル化
ここでは，Satomura et al. （2014）の競争累積モデルをとりあげて，逐次サンプリングモデルの
消費者の選択行動での利用について説明する。Satomura et al.（2014）の競争累積モデルは逐次
サンプリングモデルの 1つである確率的競争モデル（Usher, Olami and McClelland 2002）にもとづ
き，これに説明変数を加えることで，多肢選択での意思決定において反応時間と選択行動を分析
することを可能としている。
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図 1 は競争累積モデルのアイデアを示している。意思決定者は Aから Cの 3つの選択肢の中
から 1つを選ぶ状況を想定する。このとき意思決定者は図 1のように，選択肢それぞれについて
時間の経過と共にエビデンスの蓄積を行う。ただし，意思決定の過程においてエビデンスの蓄積
は増加することもあれば減少することもあるとする。意思決定者にとっては，時間の経過と共に
各選択肢のエビデンスは変化するが，その中で最も早く閾値に達した選択肢をその時点で選択す
ると考える。図 1の場合は Aが最初に閾値に到達したので，Aを選択する。また選択までの時
間 tは Aが閾値に達するまでの時間となる。この時に Bと Cは閾値には一度も達していない。
次に数理モデルを用いてこの考え方を表現する。今，対象 kについて，蓄積されたエビデンス

の値を wkとする。wkはドリフト項μkと無限小分散σ2であるウィナー過程に従うとする。

 dwk＝μkdt＋σ√dt （12）

識別性のためにσ＝ 1を仮定し，エビデンスの値 wkが閾値θに最初に達するまでの時間 tの確
率密度関数 f（t）kを求めると以下のように逆ガウス分布となる（Chhikara and Folks 1988）。

 f（t）k＝
θ
√2πt³  exp［－（θ－μkt）2/（2t）］ （13）

μk＞ 0，θ＞ 0を仮定しておく。μkについてはさらに説明変数の関数とすることで，到達時間 t

に対する説明変数の影響を分析することが可能となる。次に tの累積分布関数 G（t）kについては
以下のようになる（Chhikara and Folks 1988）。

 G（t）k�＝∫t

0
f（s）k ds  

 

＝ 12｛1＋erf [（θ－μkt）
√2t ]｝＋12  exp（2θμk）｛1－ erf [（θ＋μkt）

√2t ]｝ （14）

ただし erfは誤差関数である。時間 tで対象 kが選択された，すなわち時間 tで wkが最初に閾値
θに達した，ときの同時確率ρ（t, k）は

 ρ（t, k）＝ f（t）k ∑
j≠k

[1－G（t）j ]  （15）

となる（Satomura et al. 2014）。同時確率ρ（t, k）を用いて，反応時間と選択に関するデータから競
争累積モデルのパラメータをもとめることができる。

4.3. 逐次サンプリングモデルの展開
逐次サンプリングモデルは特に眼球運動と選択データを組み合わせた研究において進められて
いる。Krajbich, Armel and Rangel（2010）では 2選択肢の場合について，Krajbich and Rangel（2011）

では 3選択肢の場合について，Krajbich, Lu, Camerer and Rangel（2012）では 2選択肢で価格情
報も提示した場合について，価値ベースの DDMに眼球運動における注視データを加えた
aDDM（attentional DDM）を用いた分析を行っている。
選択肢が 2つの場合には，DDMではウィナー過程のドリフト項の値は 2つの選択肢間での価
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値の差によって決まる。一方，aDDMでは各選択肢の価値に眼球運動のデータを加えることで，
注視された選択肢の価値のほうがドリフト項の値に影響するように定式化を行うことで，注視に
よりドリフト項の値が変化するものである（Krajbich et al. 2010）。さらに aDDMの拡張として
Gluth, Kern, Kortmann and Vitali（2020）ではロジスティクス関数を用いて，選択肢が注視され
る確率をエビデンスの蓄積による関数としてモデル化している。
このように逐次サンプリングモデルは消費者の意思決定の心理的過程をモデル化する方法とし
て研究が進められている。

5．おわりに

本小論ではマーケティング分野における消費者の選択行動モデルのうち，近年の研究で発展し
てきた離散・連続選択モデルと逐次サンプリングモデルについて，概要を説明し研究の展開の方
向について議論を行った。マーケティング分野では関連諸分野での研究成果を取り入れることで
選択行動モデルの利用が進み，さらにマーケティング分野での課題に対応した選択行動モデルの
研究が進められている。消費者の選択モデルの研究は，消費者行動の理解と予測に役立つもので
あり，今後も研究の進展が期待される。
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